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In 2009, The Democratic Party accomplished a change of power. Prime
Minister Yukio Hatoyama emphasized a “New Public Commons” and he revealed
that the government would support NPO (Nonprofit Organization) aggressively.
To this end, the “New Public Commons” Roundtable held by the Prime Minister
put together the Declaration of “New Public Commons” in June, 2010. In response




Cabinet Office, Government of Japan controlled a part of nonprofit organization
authentication, but this responsibility will transfer to local authorities by revising
the Act on Promotion of Specified Nonprofit Activities (the Act on NPO).
Developing donation tax system was revised drastically. It raises the ceiling on
deductible contributions and adopts the provisional authorization of NPOs.
I’ll study challenges and prospects of “New Public Commons” Central



























































































































































































NPO法人 公益法人 社会福祉法人 学校法人











































































































































































































































NPO 法が制定されてから十数年たった今，NPO は大きな転機にあり，NPO が日
本社会に本当に根付くかどうかの正念場を迎えているといえる。
※「新しい公共」政策の推進では，東日本大震災支援の取組についても掲げており，
施策展開がなされているが，本稿では言及しなかった。
田　中　一　雄
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（参考文献）
・田中弥生「市民社会政策論」（明石書店，2011年）
・佐藤滋編著「まちづくり市民事業」（学芸出版社，2011年）
・今瀬政司「地域主権時代の新しい公共」（学芸出版社，2011年）
・松原明「市民による震災復興まちづくりを支える NPO 制度改革（インタビュー）」（学芸出
版社「季刊まちづくり　第32号」所収，2011年）
・「（特集）NPO の力と行政」（「月刊地方自治職員研修（2011年11月号）所収，公職研）
１　群馬県では，「NPO と行政との協働に関する指針」を2008年２月に定めている。
２　例えば，栃木県では，2012年４月から事務を移管する２市町を加えると，県内26市町中，
23市町に移管することなる。
３　「市民社会政策論」（明石書店，2011年）
４　神奈川県では，公益要件（地域課題の解決に資する活動の実績とその継続性），運営要件
（運営面の適正性）を満たしている法人を県が独自指定することを内容とする条例制定を
全国に先駆けて，2012年２月１日から施行，同日から NPO 法人からの申請の受付を開始
した。
また，県が設置している「かながわボランタリー活動推進基金21」への寄附受入れも開始
することとなっている。
５　「まちづくり市民事業」（学芸出版社，2011年）
６　上記専門調査会の「政府と市民セクターとの関係のあり方等に関する報告（2011年７月）」
では，「市民セクターとは，特定非営利活動法人，一般社団・財団法人，公益社団・財団
法人，医療法人，特定公益増進法人（学校法人，社会福祉法人等），協同組合，法人格を
持たない地縁団体（自治会・町内会，婦人・老人・子供会，ＰＴＡ，ボランティア団体等）
等の民間非営利組織のほか，公益的な活動を主な目的とする営利組織からなるセクター」
としている。
７　特定非営利活動法人波宜亭倶楽部及び同まやはしにより運営。
８　指定管理者制度は，公の施設におけるサービスの向上と運営経費の合理化を目的として導
入された制度であるが，現実としては，経費合理化に重点が置かれた運用がなされている
状況にある。「新しい公共」の推進にあたってもこの制度のあり方についての検討がなさ
れている。
「新しい公共」政策の課題と展望
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［平成22年３月25日　第４回「新しい公共」円卓会議提出資料］
